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日本市場における2050年ネットゼロへの移行
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1 Source: Hale, T. et al (2021), Net Zero Tracker. Energy and Climate Intelligence Unit, Data-Driven EnviroLab, NewClimate Institute, Oxford Net Zero. 
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はじめに 

現在、日本企業は、気候変動における物理的リスクに加えて、低炭素経済への移行リ
スクに直面しています。投資家は高まる気候変動リスクを投資戦略に考慮するととも
に、グリーンビジネスへの投資機会への配分を増やす動きを見せています。 

世界 130カ国 1以上、700社近くの企業が 2050年までに「カーボンニュートラル」
へのコミットメントを発表あるいは「ネットゼロ」目標を採択しています。その中に
は、世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて 2℃より十分低く保つとともに、
1.5℃に抑える努力を追求するというパリ協定の目標に沿った排出削減目標も含まれて
います。 日本では 2020年に当時の菅義偉首相が「2030年までに温室効果ガス
(GHG)排出量を 2013年比で 46%削減し、2050年までにネットゼロ」を達成するこ
とを宣言しました。 また東京証券取引所はコーポレートガバナンス・コードの改訂に
係る有価証券上場規程の一部改正を行い、2021年６月 11日から施行しました。 こ
れには 2022年４月に開始されたプライム市場上場企業において気候関連財務情報開
示タスクフォース(TCFD)又はそれと同等の国際的枠組みに基づく気候変動開示の質と
量の充実という項目が含まれています。 
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日本のネットゼロ目標達成に向けた現状把握 
日本では TCFD提言に準拠した気候リスクの開示が広く採用されてきており、527の日本企業が TCFD提言への賛同
を公表しています 2 。一方で 2050年までにネットゼロ目標をコミットする日本企業も増えてはいるものの、投資家を
納得させるためには、その目標をどのように達成するかについてより具体的な開示が必要です。企業は温室効果ガス排
出量 (スコープ 1、2、3) の開示、短期・中期・長期削減目標の開示、経営戦略への組み込み、取締役の役割と責任な
どを明確にする必要があります。こうした気候変動に対するリスク管理の状況は、企業やセクターによってまちまちで
あり、特に気候変動に大きな影響を与える炭素集約型産業の企業における管理状況やその経営のクオリティは、投資家
にとって大きな関心事項となっています。   

しかし、2021年現在、日本の電力供給の半分以上は依然として化石燃料に依存しており、電力の 31.7%が LNGから
、26.5%が石炭から供給されています 3。非電力部門 (産業、運輸など) における GHG排出目標も緩やかであること
を考えると、2050年までにネットゼロ目標を達成するためには、大きな構造変化をかなりのスピードで実現する必要
があります。  

これらの変化と日本のより広範囲な気候目標を認識し、FTSE Russellと日本取引所グループ (JPX) は 2022年４月、
FTSE JPXネットゼロ・ジャパン 500インデックスと  FTSE JPXネットゼロ・ジャパン 200インデックスの算出を共
同で開始しました。FTSE JPXネットゼロ・ジャパン 500インデックスは、市場をリードする JPXの TOPIX500をベ
ンチマークとしており、FTSE JPXネットゼロ・ジャパン 200インデックスは TOPIX500における時価総額の上位
200銘柄をユニバースとしています。またインデックスは FTSE Russell独自のターゲット・エクスポージャー手法を
用いて、投資家と日本市場の参加者が次の事が行えるように設計されています。 

• 炭素排出量と化石燃料埋蔵量の定量的な管理を含む、気候変動リスクに関連する考慮事項の統合と実施 
• グリーン経済における新たな事業活動を含む、低炭素経済への移行に伴う機会の獲得 
• Transition Pathway Initiative（TPI）の経営品質とカーボンパフォーマンスのデータを使用した、ネットゼ

ロ移行目標の軌道に沿った企業に対する投資エクスポージャーの増加 

両インデックスのメソドロジーは、EUベンチマーク規則に定められた、気候移行ベンチマーク（CTB）の要件に準拠
しており、炭素エクスポージャーを “ネットゼロ“ への移行経路に合わせるため、ベースとなるベンチマークと比較し
て炭素排出量（原単位）を常時 30％削減、かつ前年比で毎年 7％削減します。  

FTSE Russell と Transition Pathway Initiative（TPI）のデータとインデックス計算方法は、企業の気候変動管理の
ための透明性のある開示ベースのフレームワークと明確な基準を提供し、気候変動に関する投資家のスチュワードシッ
プ活動をサポートするよう設計されています。 

 

 

 
2 As at December 2021. The Task Force on Climate-related Financial Disclosures 2021 Status Report. https://www.fsb.org/wp-content/uploads/P141021-1.pdf 

3 出処：環境エネルギー政策研究所 (ISEP) 【速報】2021年(暦年)の自然エネルギー電力の割合 (2022年４月) ：https://www.isep.or.jp/archives/library/13774 

https://www.transitionpathwayinitiative.org/overview
https://www.fsb.org/wp-content/uploads/P141021-1.pdf
https://www.isep.or.jp/archives/library/13774
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2050年に向けた低炭素経済移行への道筋 
IPCC4が 2021年に発表した第 6次評価報告書 (AR6) は、将来の地球温暖化における 5つのシナリオを示しています
。それによると、地球の気温は、通常のシナリオ (business as usual) の下で、2100年に最大 4.4°Cに上昇すると
予想されています。 この温暖化を 2°C  や 1.5°Cに抑えるためには、今後数十年で CO2を含む温室効果ガスの排出量
を大幅に削減する必要があります。 

図 1.  1850-1900年に対する地球平均気温変化の 5つのシナリオ (SSP1-1.9、SSP1-2.6、SSP2-4.5、SSP3-
7.0、SSP5-8.5) 

 

出典: IPCC 第 6次報告書 

IPCCの報告書では、世界の表面温度が 1850年から 1900年の期間と比較して、2011年から 2020年の間に 1.09℃
上昇したことを示しています。 そのうち 1.07℃は、人為的活動によって直接引き起こされたと推定されています。さ
らにこれらのシナリオのいずれにおいても、地球の表面温度は上昇し続け、2030年代初頭には、1850年から 1900
年と比較して 1.5°Cを超える可能性があります。今後数十年間で GHG排出量が早急にかつ大幅に削減されない限り、
パリ協定の目標が達成される可能性は極めて低いとされています。IPCCの第 6次報告書によると、気候変動は地球規
模で加速しており、その原因は圧倒的に人為的な温室効果ガスの排出によるものです。 

多くの国と企業が 2050年カーボンニュートラル宣言を行い、温室効果ガスの排出削減に取り組んでいますが、パリ協
定の 2°C  または 1.5°Cに向けた軌道に沿った速度で GHG排出量を削減するには不十分です。そのため、低炭素経済
に向けた企業の移行プロセスと進捗状況を、投資家はますます注目するようになってきています。投資資本は、長期的
な投資収益率の達成をしながら、運用上の GHG排出量の意味のある削減達成に向けた努力をしている企業に向けられ
ています。  
 
これら一貫性のある明白な気候関連投資のフレームワークの要求に応える形で、2020年、EUベンチマーク規則は、
気候移行ベンチマーク (CTB)とパリ協定準拠ベンチマーク (PAB) という規制基準を示しました。下の図は、EU CTB
と整合的な FTSE JPXネットゼロ・ジャパン 500インデックスの GHG排出削減経路の推定値を示しています。 

 
4 気候変動に関する政府間パネル：世界気象機関 (WMO)と国連環境計画 (UNEP) によって 1988年に設立された政府間組織、気候変動の要因、影響、将来のリスクに
関する何千もの科学論文をまとめ、5〜6年ごとに気候変動に関する評価報告書を発行 

https://www.ipcc.ch/report/ar6/wg1/
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図 2:  ネットゼロ・インデックスの GHG排出量削減経路の推定  

 

出典：FTSE Russell。FTSE JPX ネットゼロ・ジャパン 500インデックスの脱炭素経路シミュレーション結果（ 2021年 12月 31日時点） 

「ネットゼロ」に向けた軌道をたどるためには、不可逆的な気候への悪影響が生じる前に、今後 10年以内に大幅な排
出削減を達成する必要があります。Covid-19のパンデミックは、2020年の世界経済に大きな影響を与えました。景
気減速とエネルギー需要が減少した結果、世界の GHG排出量は、2020年には減少しました。しかし、IEA5が発表し
た最新のフラッグシップレポートによると、世界経済は 2021年に極めて急速な回復を遂げ、エネルギー関連の温室効
果ガス排出量は過去最大の増加を記録しました。2021年の排出量は、パンデミックが引き起こした 2020年の削減幅
を上回るレベルで上昇しました。 

グローバルに進行する気候変動リスクは、国、企業、地球に大きな脅威をもたらします。投資家は、投資先企業が気候
変動のリスクと機会をどのように管理しているかを理解するために、グローバルなフレームワークに沿った明確な定性
的および定量的な指標 (indicators) を必要としています。この傾向は、日本企業と投資家の間、特に大きな気候変動
リスクにさらされている企業と低炭素への移行の加速を要求する投資家の間で、いっそう強まる可能性があります。 

本稿でさらに述べるように、FTSE JPXネットゼロ・ジャパン インデックス シリーズは、時価総額加重指数をユニバ
ースとし、化石燃料埋蔵量および炭素排出量などのリスク管理、事業活動から得られるグリーン収益という機会、そし
して TPIが算出する経営品質（マネジメントクオリティ）とカーボンパフォーマンスを通じて、低炭素経済への移行
において優れたマネジメントを行う日本企業に傾斜付け（ティルト）しています。このインデックスは、EU CTBに準
拠した気候関連の定量目標を設定・実現していくことで、日本の株式ポートフォリオにおけるネットゼロ達成の長期的
な経路に沿った形で、指数を利用することが可能です。 

 

 

 
5 The report, “Global Energy Review: CO2 Emissions in 2021”, was published by the IEA in March 2022 
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FTSE JPXネットゼロ・ジャパン インデックス 

これらの変化を認識し、FTSE RussellとＪＰＸ総研 (JPXI) は 2022年４月、TOPIX500インデックスをベースとし
た FTSE  JPXネットゼロ・ジャパン 500インデックスと  FTSE JPXネットゼロ・ジャパン 200インデックスの算出
を開始しました。このインデックスは、Transition Pathway Initiative (TPI) のデータを含む 5つの気候評価指標 - 
炭素排出量と化石燃料埋蔵量、FTSE Russell独自のグリーンレベニューデータによって特定されるグリーン投資の機
会、ネットゼロへの気候ガバナンスを評価する指標である TPIの経営品質と炭素集約度の高い産業に属する企業に適
用するカーボンパフォーマンス – これらの包括的な気候考慮事項が１つのインデックス設計に統合されています。さ
らに、FTSE Russellのターゲット・エクスポージャー手法を用い、EUベンチマーク規制の気候移行ベンチマーク（
CTB）基準を充足するような目標を設定・管理します。  

インデックスシリーズの主な特徴 

• EU気候移行ベンチマーク (CTB) に準拠した日本初の TOPIX500ベースとする指数 – JPXと FTSE Russellが

共同開発した、EUの気候移行ベンチマーク基準に準拠した日本初の TOPIX500 をベースとする気候統合指数  

• FTSE Russellのターゲット・エクスポージャー手法を使ってネットゼロへの経路との整合性を管理 – ベンチマー

ク比 30％の排出削減と、ポートフォリオの脱炭素化を年間 7%で推進することでネットゼロに向けた IPCC5の

1.5℃シナリオとの整合性を管理 

• TPIのスコアを使って低炭素経済への移行を支援 – TPIの経営品質 (MQ) およびカーボンパフォーマンス (CP) 

評価を使って、低炭素経済への移行に向けた企業の気候ガバナンスと排出削減目標を評価し、企業の気候緩和の取

り組みを奨励 

• 複数の気候評価指標による傾斜付け（ティルト）- 化石燃料埋蔵量、炭素排出量、グリーンレベニュー、および企

業の低炭素経済への取り組みの進捗と状況を評価する TPI MQおよび CPによってインデックスの構成ウェイトを

傾斜付け（ティルト）  
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メソドロジーの概要 

インデックス構築のための「5 + 1」気候評価指標 

投資家が投資ポートフォリオにおける気候リスクを管理できるようにするために、FTSE JPXネットゼロ・ジャパン 
インデックスは、炭素排出量や化石燃料埋蔵量に応じて、炭素集約型の企業や産業を除外またはアンダーウェイトして
います。これら 2つの要素に加え、FTSE Russellのグリーン収益データモデルを用いて、再生可能エネルギー開発な
どのグリーン投資機会のエクスポージャーを増やします。さらに、このインデックスは「優れた気候ガバナンス」とい
う評価指標にて 2050年までに低炭素経済への移行に取り組んでいる企業を選定しています。この評価指標の 1つは
、以下に説明するように、FTSE Russellによって提供されたデータを用いて TPI (Transition Initiative Pathway) が
評価を行う経営品質 (MQ) 、もう 1つは TPIが、国連のパリ協定に基づく様々な気候シナリオに対して、企業の炭素
排出量を評価するカーボンパフォーマンスです。 これら 5つの気候評価指標をインデックスに組み込んでいます。イ
ンデックス構築の最後に FTSE Russellのターゲット・エクスポージャー手法を使用して、毎年の炭素削減などを含む
EU CTB ベンチマーク基準に沿った複数の気候目標を達成するよう企業のウェイトを調整します。  

 図 3 :「 ネットゼロ」に向けた気候ベンチマークの進化 

 

各評価要素とデータは次のとおりです。 

1. 炭素排出量 
FTSE炭素排出量データモデルは、グローバルな上場企業によって管理されている資産と活動に関して報告ま
たは推定されたスコープ 1およびスコープ 2排出量のデータを提供します 

2. 化石燃料埋蔵量 
FTSE炭素埋蔵量データモデルは、先進国市場および新興国の上場企業における化石燃料埋蔵量の所有権をき
め細かくカバーしています。   

3. グリーンレベニュー 
FTSE グリーン収益データモデルは、企業がグリーンビジネス活動から得られる収益の割合を評価します。グ
リーンウォッシングのリスクを回避し、真のグリーンビジネスを特定するために、FTSEは EU分類（タクソ
ノミー）に基づいたグリーン収益分類システム (GRCS 2.0) を独自に開発しました。GRCSはグリーンビジネ
スを 10セクター、64サブセクター、133マイクロセクターに分け、企業のグリーン収益率を特定します。  
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図 4: FTSE Russellグリーン収益データモデル 

 

 
 

4. TPI経営品質（MQ） 
TPI経営品質 (MQ) は企業の温室効果ガスの排出量と、低炭素経済への移行に伴うリスクと機会に関する企業
の管理状況とそのクオリティを評価します。TPI MQ 評価は TCFD 提言に準拠しています。 
 
企業の経営品質 (MQ) は、気候に関する企業の方針や排出量の報告、気候変動のリスクと移行の検証、目標設
定 (短期および長期)、戦略的リスク評価、役員報酬への反映といった項目をカバーする一連の評価指標です。
これらの指標に基づく評価をもとに、企業はその事業内容や GHG排出量等にそって、5つのレベルに分類さ
れます。 

• レベル 0 – 気候変動リスクの認識なし 

• レベル 1 – 気候変動リスクを認識 

• レベル 2 – 取り組みについて対応中 

• レベル 3 – 経営における意思決定に統合 

• レベル 4 – 戦略的に評価 

 

5. TPIカーボンパフォーマンス 
CO2排出量の多い特定の炭素集約型産業においては、経営品質 (MQ) 評価に加えて、気候移行に関する計画や
目標が、パリ協定の 2℃または 1.5℃シナリオと一致しているかどうかの追加評価が適用されます。 
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企業のカーボンパフォーマンスは、国際エネルギー機関 (IEA) が 2年ごとに発行する、エネルギー技術の展望
レポート（Energy Technology Perspectives report）に使われたモデルを使用して評価されています。この
モデルは、国際レベルで設定された排出量削減目標をセクター別のベンチマークに変換し、それに対して個々
の企業のパフォーマンスを比較するために使用されます。この枠組みは「セクター別脱炭素化アプローチ」と
して知られています。 
 

以下のベンチマークシナリオを、ほとんどのセクターで使用しています。 

• パリ協定で各国が誓約した排出削減量 (＝NDCs) と整合的な「パリ誓約」 

• 2℃：野心の下限ではあるが、パリ協定の全体的な削減目標と一致 

• 2℃未満：パリ協定の全体的な削減目標をより野心的に解釈したものと一致 

ベンチマークはセクターごとに行われ、排出原単位に基づいています (例えば、電力会社の場合、発電量MWh

あたりの CO2量（トン）です)。 

図 5: FTSE Russellの気候評価メソドロジー 

 

 
 

  

CLIMATE RISKS & OPPORTUNITIES / DISCLOSED 

TRANSITION ALIGNMENT 

TPI カーボンパフォーマンス
企業のカーボンパフォーマンスによって
オーバー/アンダーウェイト (“2℃また
は 2℃を下回る経路”) 

ネットゼロへの経路 
長期的目標の”ネットゼロ”を達成する
ための毎年の脱炭素化（炭素排出量の
削減）ターゲットを適用 

炭素排出量 
炭素(GHG)排出量に応じて、オーバー/ア
ンダーウェイト (“ネットゼロへの経路” 
参照) 

TPI 経営品質（MQ） 
企業の経営品質（MQ）に応じてオーバー/
アンダーウェイト  (“気候ガバナンス”) 

化石燃料埋蔵量 
化石燃料埋蔵量に応じて除外またはアン
ダーウェイト 

グリーンレベニュー 
グリーン経済への移行に従事する企業を
オーバーウェイト 
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FTSE JPXネットゼロ・ジャパン インデックスの構築方法 

FTSE JPXネットゼロ・ジャパン インデックス シリーズは、最初に、問題性のある武器の生産やたばこ事業など、EU
気候ベンチマーク（CTB）の要件に沿っていない活動に関与している企業は除外します。構築プロセスではまず、炭素
排出量 (GHG強度) 、化石燃料埋蔵量、グリーンレベニューの 3つの要素を使用して各企業を傾斜付け（ティルト）
します。 次に、TPI経営品質スコアと、炭素集約型産業にはカーボンパフォーマンス評価を追加で適用して、傾斜付
け（ティルト）をします。最後に、構成銘柄は、FTSEターゲット・エクスポージャー手法を使用して決定され、EU
ベンチマークの気候移行ベンチマークに基づくインデックスレベルでの気候定量目標を達成するよう調整されます。 
この調整には、インデックスを構築するための他の制限 (該当業種に対するウェイトの制約、個別銘柄のウェイト、最
大回転率など) が含まれています。インデックスの構築ステップのイメージは下図の通りです。  

図 6: FTSE JPXネットゼロ・ジャパン 500 および 200インデックスの構築ステップ 

 

 

 

• 問題性のある武器を製造する企業 
• たばこ製造を行う企業 
• UNGC（国連グローバルコンパクト）原則に抵触する企業 

銘柄除外 

ウェイト決定 

使用する気候関連データ 

TOPIX 500構成銘柄 

TOPIX 500の構成銘柄のうち時価総額上位 200銘柄 

FTSE JPX ネットゼロ・ジャパン 500インデックス

FTSE JPXネットゼロ・ジャパン 200インデックス 

気候関連ファクターに前述の FTSE Russellのターゲット・エクスポージャー手
法を適用して個別銘柄のウェイトを決定します。なおウェイト決定に際しては、
以下を考慮します。 

• 該当業種に対するウェイトの制約 
• 個別銘柄ウェイト 

• 最大キャパシティー・レシオ 

• 最大回転率 

• 炭素排出量 
• 化石燃料埋蔵量 
• グリーンレベニュー 
• TPI 経営品質（MQ） 
• TPI カーボンパフォーマンス 
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表 1: FTSE JPX ネットゼロ・ジャパン 500 / 200 インデックス のターゲットとルール 6 

項目 
ネットゼロ・ジャパン

500  

ネットゼロ・ジャパン

200 

ベンチマーク 
FTSE JPX Japan 500 

Reference Index 

FTSE JPX Japan 200 

Reference Index 

脱炭素化  

炭素排出量 / 化石燃料埋蔵量 (強度)  対ベンチマーク比 30％ 以上削減 

炭素排出量 / 化石燃料埋蔵量 (強度) 前年比 7% 以上減少 （平均） (2020年より適用) 

グリーンレベニュー  

グリーンレベニュー収益率 （対ベンチマーク比) 70%増加 100%増加 

フォワードルッキングの排出量  

TPI 経営品質 (MQ) スコア（対ベンチマーク比） 0.3標準偏差向上 0.5標準偏差向上 

TPI カーボンパフォーマンス (CP) スコア スコアによりオーバー/アンダーウェイト 

“Not Aligned” に分類される企業の排出量削減 60% 

その他制約（対ベンチマーク比）  

インダストリー（業種）エクスポージャー (+/-) 2% (+/-) 4% 

最大回転率 20% 30% 

最大株式銘柄ウェイト 5% 

最大キャパシティ比率 5倍 

High Climate Impact セクターのアクティブウェイト 0% 

銘柄除外 
問題性のある武器、タバコ 

UNGC原則に抵触、DNSH原則に抵触 

 

パフォーマンス分析 
FTSE JPXネットゼロ・ジャパン インデックス シリーズは、TOPIX 500をベースに、気候トランジションを統合し、
2050年ネットゼロを達成するための経路に沿って気候関連のエクスポージャーの改良を定量的に管理しながら、市場
の動きと乖離を少なくするよう構築されています。 以下の 図 7と 8及び表 2に示すように、FTSE JPXネットゼロ・

 
6  親指数となる FTSE JPX Japan 500 Reference Index は、TOPIX 500構成銘柄に FTSE Russell の浮動株比率とコーポレートアクションを適用したものです。また

FTSE JPX Japan 200 Reference Index は FTSE JPX Japan 500 Reference Indexのうち時価総額上位 200銘柄から構成されています EU CTBのミニマムスタンダ

ード要件ではない目標の調整（たとえば、グリーンレベニューや TPI経営品質スコア）は、FTSE JPX ネットゼロ・ジャパン 500インデックスと 200インデックスとで

は異なるレベルに設定され、最大回転率などの投資エクスポージャーを制御します。 
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ジャパン 500インデックスと FTSE JPXネットゼロ・ジャパン 200インデックスは両方とも、2016年以降、ボラテ
ィリティの上昇を抑えながら FTSE All Cap Japan インデックスのリターンを上回って推移しました。 

図 7.パフォーマンス  FTSE JPXネットゼロ・ジャパン 500インデックス 

 

図 8.パフォーマンス  FTSE JPXネットゼロ・ジャパン 200インデックス 

 

Source: FTSE Russell simulated results as of March 2022. Past performance is no guarantee of future results. Returns shown may 
reflect hypothetical historical performance. Please see end for important legal disclosures. 
 
The reference portfolio is based on constituents of the JPX TOPIX 500 index 
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表 2:年率換算のパフォーマンスとボラティリティ(トータルリターン円) 

年毎パフォーマンス – トータルリターン(円) 

  Year-on-year return (%)  

Index 2021 2020 2019 2018 2017 

FTSE JPX ネットゼロ・ジャパン 500 インデックス 15.6 10.0 20.8 -15.1 21.7 
FTSE JPX ネットゼロ・ジャパン 200 インデックス 17.5 11.6 22.8 -15.6 21.5 

FTSE Japan All Cap Index 13.1 8.0 18.4 -15.8 22.0 

年率換算パフォーマンスおよびボラティリティ – トータルリターン (円) 

  Annualized return (%) Volatility (%pa) 

Index 1Y 3Y 5Y 
Since 

18/12/2015 1Y 3Y* 5Y** 

FTSE JPX ネットゼロ・ジャ
パン 500 インデックス 

4.1 12.5 9.4 7.9 21.3 20.5 15.0 

FTSE JPX ネットゼロ・ジャ
パン 200 インデックス 

5.9 14.4 10.4 8.5 21.5 21.0 14.9 

FTSE Japan All Cap Index 2.1 9.8 7.8 6.2 16.9 18.5 14.8 
 

Source: FTSE Russell simulated results as of March 2022    *Based on weekly data **Based on monthly data 

Past performance is no guarantee of future results. Returns shown may reflect hypothetical historical performance. Please see end for 

important legal disclosures. 
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ご参考 

FTSE Russell グリーン収益分類システム [GRCS] ：セクター、サブセクター 

 

EU気候移行ベンチマーク (CTB) の定義  
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FTSE Russellについて 
 
FTSE Russellは、アセット・クラス、スタイル、戦略に関するお客様のニーズに合わせて、幅広いインデックス、データおよびア
ナリティックス・ソリューションを作成・管理する世界有数のインデックス・プロバイダーです。投資可能な市場の 98％をカバー
する FTSE Russellは、世界中のローカル・ベンチマークの開発で得た専門的な知識を組み合わせることで、グローバル市場の実像
を反映したインデックスを提供します。  

FTSE Russellのインデックス対する専門知識やプロダクトは、世界中の機関投資家や個人投資家によって幅広く利用されています
。30年以上にわたり、有数のアセット・オーナー、資産運用会社、ETFプロバイダー、投資銀行などが、投資パフォーマンスのベ
ンチマークとし、ETF、ストラクチャード商品、インデックス・ベースのデリバティブ商品を組成するために FTSE Russellのイン
デックスを選択しています。また、FTSE Russellは、資産分配、投資戦略の分析やリスク管理のツールとなるインデックスをお客
様に提供しています。  

FTSE Russellインデックスの設計と管理においては、普遍的な原則を中核とした指針に基づいています。つまり、透明性の高いル
ールに基づいたメソドロジーは、主要な市場参加者で構成される独立委員会から通知されます。FTSE Russell は業界の最高水準を
適用し、IOSCO原理を遵守しながら、インデックスの改革とお客様とのパートナーシップに重点を置いています。FTSE Russell 
は London Stock Exchange Group の完全子会社です。   

 詳細については、
www.ftserussell.com/ja  
をご覧ください。 
 

  

詳細については、「ftserussell.com」をご参照ください。ご不明な点がございましたら、
info@ftserussell.com宛にメール、もしくは、下記のクライアントサービスチームオフィスまで
お電話にてお問い合わせください。  

  EMEA 
+44 (0) 20 7866 1810 

北米 
+1 877 503 6437 

アジア太平洋 

香港 +852 2164 3333    

東京  +81 3 6441 1430   

シドニー  +61 (0) 2 8823 3521 

http://www.ftserussell.com/
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